
【表紙】
 

【提出書類】 半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2026年11月６日

【中間会計期間】 第９期中（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

【会社名】 キオクシアホールディングス株式会社

【英訳名】 Kioxia Holdings Corporation

【代表者の役職氏名】 代表取締役　社長執行役員　　太田　裕雄

【本店の所在の場所】 東京都港区芝浦三丁目１番21号

【電話番号】 03-6478-2539

【事務連絡者氏名】 開示部長　　園田　誠

【最寄りの連絡場所】 東京都港区芝浦三丁目１番21号

【電話番号】 03-6478-2539

【事務連絡者氏名】 開示部長　　園田　誠

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

キオクシアホールディングス株式会社(E35948)

半期報告書

 1/33



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第８期

中間連結会計期間
第９期

中間連結会計期間
第８期

会計期間
自2025年４月１日
至2025年９月30日

自2026年４月１日
至2026年９月30日

自2025年４月１日
至2026年３月31日

売上収益 （百万円） 791,145 4,247,152 2,337,628

税引前中間（当期）利益 （百万円） 84,010 3,203,390 784,095

親会社の所有者に帰属する中間

（当期）利益
（百万円） 58,946 2,197,871 554,490

親会社の所有者に帰属する中間

（当期）包括利益
（百万円） 80,290 2,324,724 646,660

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 819,203 2,928,964 1,398,929

総資産額 （百万円） 2,982,219 5,883,885 3,690,071

基本的１株当たり中間（当期）

利益
（円） 36.42 1,349.33 341.36

希薄化後１株当たり中間

（当期）利益
（円） 36.13 1,337.97 336.39

親会社所有者帰属持分比率 （％） 27.5 49.8 37.9

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） 175,152 2,379,580 616,540

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △106,882 △193,022 △221,512

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △2,006 △1,257,394 △96,074

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 235,546 1,397,333 470,707

（注）１．当社は要約中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．上記指標は、国際会計基準（以下「IFRS」という。）により作成された要約中間連結財務諸表及び連結財務

諸表に基づいております。

３．当社は2026年10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の

期首に当該株式分割が行われたと仮定して「基本的１株当たり中間（当期）利益」及び「希薄化後１株当た

り中間（当期）利益」を算定しております。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社及びその子会社（以下「当社グループ」という。）において営まれている事業

の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更があっ

た事項は、次のとおりです。

　変更箇所は下線で示しており、変更箇所の前後について記載を一部省略しております。なお、文中の将来に関する

事項は、別途明示するものを除き当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

また、以下の見出しに付された項目番号は、前事業年度の有価証券報告書における「第一部 企業情報 第２ 事業の

状況 ３ 事業等のリスク」の項目番号に対応したものです。

 

(2)経営方針・経営判断に係るリスク

 

①経営戦略に関するリスク

　当社グループは、当社グループの掲げるミッション及びビジョンを実現するため、当社グループの経営環境を踏ま

えた経営方針・経営戦略を実施していくとともに、将来に亘って「メモリ技術」で新しい時代を切り拓き、世界を変

えていくことを目指すべく、足元のAI市場の成長を背景とするフラッシュメモリの旺盛な需要も勘案した事業戦略、

及びこれを前提とした株主還元方針を策定しております。しかしながら、(i)AI需要の成長を背景にフラッシュメモ

リ市場が、調査会社等によって予測されているとおり（上記「１　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等　(2）

経営環境及び経営方針」参照）に成長しない可能性、(ii)他社との競合や技術革新によりデータセンター、エンター

プライズ向け製品に係る当社の市場シェアが伸び悩む可能性、(iii)他社の増産による需給関係の悪化や顧客との交

渉等によりフラッシュメモリの単価が伸び悩む可能性、(iv)円安やインフレの影響、サプライチェーンリスクの顕在

化、人材の不足等により、当社による生産設備の増強や生産効率の向上が当社の予定どおりに実施されない可能性が

あります。また、事業戦略の達成状況のほか、株価、為替、地政学リスク等の状況を踏まえて、流動性の確保や将来

に向けた成長投資等の必要性を勘案し、株主還元方針が想定どおりに実現できない可能性があります。当社は当該事

業戦略及び株主還元方針の遂行に努めてまいりますが、上記の各リスクや本「３　事業等のリスク」記載の他のリス

クが顕在化した場合には、当該事業戦略及び株主還元方針が実現できない又は記載された効果を生じず、当社グルー

プの事業、経営成績及び財政状態並びに株主還元に影響を及ぼす可能性があります。

 

②フラッシュメモリ市場の予測と設備投資

　当社グループは、需要動向、生産プロセス技術の開発状況及びその投資効率などを総合的に勘案しつつ、四日市工

場及び北上工場における生産設備等への投資並びに研究開発等に係る設備投資を行う予定です。2026年８月には、キ

オクシア株式会社とSandisk Corporationは、日本において、政府からの支援を前提に、2032年までに総額約５兆円

（310億米ドル超）の投資を見込むことを発表しました。しかしながら、生産開始時点で、需要予測に対して市場が

大きく変動した場合、生産設備過剰若しくは不足により、利益率の悪化、過剰在庫の発生、販売量又は販売価格の下

落、固定資産の減損、あるいは販売機会の喪失やシェアの低下に繋がる可能性があります。当社は、設備投資の決定

の際に、最新の需要予測や経営環境を確認し、リスクを評価しておりますが、フラッシュメモリ市場における需要の

正確な予測は困難であり、また、製造設備、インフラの発注納期が長いため、これらの評価や予測が正確であるとの

保証はなく、当社の予測が実際の経営環境と異なる場合、当社グループの事業、経営成績及び財政状態に影響を及ぼ

す可能性があります。

　また、当社グループはかかる多額の設備投資に加え、研究開発投資も継続的に行っており、固定費の割合が高い状

況にあります。当社は、市場の変動に応じて設備投資計画を変更することは可能ですが、固定費の削減には限界があ

ります。そのため、比較的軽微な売上収益の低下であっても営業利益やキャッシュ・フローに与える影響は相対的に

大きくなり、当社グループの事業、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

（中略）

(6)法的リスク

（中略）

②知的財産権保護

　当社グループは、当社グループの技術やノウハウを保護するため、関連する各部門が連携し、知的財産権の確保に

努めています。しかしながら、地域によっては知的財産権に対する十分な保護が得られない可能性があり、これらの

地域での第三者による当社の知的財産権を侵害する製品の販売等により当社グループの事業、経営成績及び財政状態

に影響を及ぼす可能性があります。また、当社グループは、当社グループの製品の製造や研究開発の一部を第三者に

委託し、また、当社グループの知的財産権を第三者に使用させておりますが、かかる第三者により当社グループの技

術やノウハウを不適切に利用される可能性も皆無ではありません。
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　当社グループは、第三者からの使用許諾を受けて第三者の知的財産権を使用していることがありますが、今後、必

要な使用許諾を第三者から受け入れられない可能性や、不利な条件での使用許諾しか受けられなくなる可能性があ

り、これらの事態が生じた場合には、当社グループの事業展開及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。ま

た、メモリ業界においては、主要な製造業者それぞれが多数の重要な特許を保有しており、それらを相互にクロスラ

イセンスすることが一般的に行われています。他社が当社グループに比して有効かつ多数の特許を保有するに至った

場合やクロスライセンスに関する経営方針を変更する場合には、当社グループの製品の製造や販売に制約が生じ、又

はライセンス料の支払いが高額となる可能性があります。

　また、当社グループが知的財産権に関する訴訟等を提起される、又は自らの知的財産権を保全するために訴訟等を

提起する可能性があり、現時点においても当社グループを被告とする知的財産権に関する訴訟等が米国で係属してい

ます。このような訴訟等には、時間、費用その他の経営資源が費やされ、また、訴訟等の結果によっては、当社グ

ループが重要な技術を利用できなくなる可能性や損害賠償責任を負う可能性があり、これにより当社グループの事業

展開及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（中略）

(7)株主等の関係に関するリスク

 

①ベインキャピタルグループとの関係

　当社はグローバルなプライベート・エクイティファームであるベインキャピタルグループが投資助言を行うファン

ドから、BCPE Pangea Cayman2, Ltd.を通じて出資を受けており、当該ファンドは当中間連結会計期間末時点では当

社発行済普通株式の14.53％を間接的に保有する株主となっております。また、当社の取締役である杉本勇次、末包

昌司、当社の監査役である中浜俊介の３名がベインキャピタルグループから派遣されております。

　ベインキャピタルグループが投資助言を行うファンドは、当社の上場時及び上場後において所有する当社株式の一

部を売却しておりますが、現時点においても相当数の当社株式を保有することにより、当社の役員の選解任、他社と

の合併等の組織再編、減資、定款の変更等の当社の株主総会決議の結果に重要な影響を及ぼす可能性があります。

 

②東芝グループとの関係

a　株式会社東芝との資本関係

　株式会社東芝は、当中間連結会計期間末時点で、当社の発行済普通株式の12.43％を保有しております。株式

会社東芝は、当社の上場時及び上場後において所有する当社株式の一部を売却しておりますが、現時点において

も相当数の当社株式を保有することにより、当社の役員の選解任、他社との合併等の組織再編、減資、定款の変

更等の当社の株主総会決議の結果に重要な影響を及ぼす可能性があります。

b　東芝グループとの契約関係

　当社は、後記「５　重要な契約等」に記載のとおり、株式会社東芝との間で、メモリ事業に必要な特許権及び

技術情報に係るクロスライセンス契約を締結しております。今後、当該クロスライセンス契約が終了した場合や

契約の条件が当社に不利益に変更される場合には、当社グループの事業展開及び経営成績に影響を及ぼす可能性

があります。当該クロスライセンス契約は、取引の合理性と取引条件の妥当性を確認した上で行っており、対等

な立場で行われているものではありますが、当社と特定の関係を有する者との取引であるため、東芝グループと

の取引の条件その他に何らかの影響が生じた場合には、当社グループの事業、経営成績及び財政状態に影響を及

ぼす可能性があります。

（中略）

④当社株主による当社株式の処分に係るもの

　ベインキャピタルグループが投資助言を行うファンドが保有するエンティティ（BCPE Pangea Cayman2, Ltd.）及

び株式会社東芝は、当中間連結会計期間末時点で、発行済普通株式数のそれぞれ14.53％及び12.43％に相当する当社

普通株式をそれぞれ保有しております。ベインキャピタルグループが投資助言を行うファンド及び株式会社東芝は

2026年３月期及びそれ以降に相当数の株式の売却を行っていますが、これらの株主による当社普通株式の売却が行わ

れ、又はかかる売却により当社普通株式の需給状況が悪化するとの観測が市場で広まった場合には、当社普通株式の

市場での取引や市場価格に影響を及ぼす可能性があります。

　また、今後ストック・オプションや譲渡制限付き株式を多数発行する場合には、これらの行使や売却により、株式

価値に、希薄化等の影響を及ぼす可能性があります。

EDINET提出書類

キオクシアホールディングス株式会社(E35948)

半期報告書

 4/33



２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当中間連結会計期間（2026年４月１日～2026年９月30日）の、当社グループにおける財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況の分析並びに経営者の視点による経営成績等の状況に

関する分析・検討内容を記載しています。

　なお、文中の将来に関する事項は、別途明示するものを除き当中間連結会計期間の末日現在において判断したも

のです。

 

（１）当中間連結会計期間の経営成績の概況

　当社グループ並びに関連会社及び共同支配の取決めに対する持分を含む経営成績等の状況の概要は次のとおりで

す。

　当社グループはメモリ事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載は省略していますが、売上収益

を製品の用途に応じたアプリケーション別に区分しています。「SSD & ストレージ」には主にPC、データセン

ター、エンタープライズ向けSSD製品及びメモリ製品が含まれています。「スマートデバイス」にはスマートフォ

ン、タブレット、テレビ等の民生機器、車載、産業機器等の用途で使用される制御機能付きの組み込み式メモリ製

品が含まれています。「その他」にはSDメモリカード、USBメモリ等のリテール向け製品及び製造合弁会社３社経

由で計上されるSandiskグループ向けの売上等が含まれています。

　また、当社グループは、経営者が意思決定する際に使用する社内指標（以下「Non-GAAP指標」という。）及び

IFRSに基づく指標の双方によって、連結経営成績を開示しています。

　Non-GAAP指標は、当社グループの本来の収益力を評価しやすくするためにIFRSに基づく数値から、非経常的な項

目やその他特定の調整項目を控除もしくは調整したものです。

　経営者は、Non-GAAP指標を開示することで、ステークホルダーにとって同業他社比較や過年度比較が容易にな

り、当社グループの恒常的な経営成績や将来見通しを理解する上で有益な情報を提供できると判断しています。

Non-GAAP指標は、当社グループの経営上の社内指標であり、IFRSに基づく会計項目ではなく、また、監査法人の監

査又は期中レビューを受けた数値ではありません。そのため、当社グループの実際の財政状態や経営成績を正確に

示していない可能性があります。なお、非経常的な項目とは、買収等に伴い発生したPPA（Purchase Price

Allocation）による影響額や訴訟損失引当金繰入額、重要な税制の変更影響額など、控除もしくは調整すべきと当

社グループが判断する一過性の利益や損失のことです。また、その他特定の調整項目とは、勤務継続型株式報酬制

度及び業績連動型株式報酬制度における報酬の当年度費用計上額など、適用する会計基準等により差異が生じ易く

企業間の比較可能性が低いと当社グループが判断する利益や損失のことです。

 

　当中間連結会計期間（2026年４月１日～2026年９月30日）における世界経済は、先進国において、物価上昇の傾

向が見られていますが、良好な雇用環境や堅調な個人消費とともに、旺盛なAI需要を中心とした好調な設備投資に

より、景気は底堅く推移しました。新興国においては、輸出は増加しているものの、住宅市場の低迷が長引く中で

投資が縮小しており個人消費も伸び悩み、全体としては弱い動きが続いています。また、中東地域やウクライナを

はじめとした地政学リスクは引き続き高く、世界経済における不透明な見通しが続いています。当中間連結会計期

間において米ドルの平均為替レートは前年同期比で円安に推移しました。

　フラッシュメモリ市場において、スマートフォン、PC向け需要は鈍化傾向である一方、データセンター及びエン

タープライズ向けではAI用途サーバー向けの需要が増加しており、市場の拡大が継続しています。
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■前年同期比較表

 
前中間

連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間
連結会計期間

（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

前年同期比
（+：増加、
 -：減少）

売上収益 7,911億円 ４兆2,472億円 +３兆4,560億円

SSD & ストレージ 4,620億円 ２兆7,907億円 +２兆3,287億円

スマートデバイス 2,363億円 １兆3,145億円 +１兆782億円

その他 928億円 1,419億円 +491億円

Non-GAAP営業利益 1,324億円 ３兆3,145億円 +３兆1,822億円

PPA影響額等（△損失） △6億円 △2億円 +3億円

株式報酬費用（△損失） △10億円 △130億円 -120億円

訴訟損失引当金繰入額（△損失） －億円 △366億円 -366億円

営業利益 1,308億円 ３兆2,647億円 +３兆1,339億円

Non-GAAP税引前中間利益 856億円 ３兆2,527億円 +３兆1,672億円

税引前中間利益 840億円 ３兆2,034億円 +３兆1,194億円

中間利益 589億円 ２兆1,979億円 +２兆1,389億円

Non-GAAP親会社の所有者に

帰属する中間利益
602億円 ２兆2,356億円 +２兆1,754億円

親会社の所有者に帰属する

中間利益
589億円 ２兆1,979億円 +２兆1,389億円

Non-GAAP基本的１株当たり

中間利益
37.18円 1,372.48円 +1,335.30円

基本的１株当たり中間利益 36.42円 1,349.33円 +1,312.91円

米ドル平均為替レート 146円 160円 +14円

（注）１．本表における億円単位表記箇所については、Non-GAAP数値並びにPPA影響額等、訴訟損失引当金繰入額

及び株式報酬費用を除き「第４　経理の状況　１　要約中間連結財務諸表」に記載の数値から億円未満

を四捨五入した数値を記載しています。

　　　２．2026年10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っています。前連結会計年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して「Non-GAAP基本的１株当たり中間利益」及び「基本的１株当たり

中間利益」を算定しています。

 

　当中間連結会計期間（2026年４月１日～2026年９月30日）の売上収益は４兆2,472億円（前年同期比３兆4,560億

円増加）となりました。これは、生成AI用途を中心としたデータセンター向け顧客の需要が旺盛に推移したことに

よる平均販売単価の大幅な上昇、出荷量（記憶容量ベース）の増加や為替の改善などによるものです。

　営業利益は３兆2,647億円（前年同期比３兆1,339億円改善）となりました。これは、訴訟損失引当金の計上、従

業員へ支給する特別利益分配金の計上、株式報酬費用の増加などによる利益の減少要因があったものの、前述の増

収の影響によるものです。税引前中間利益は３兆2,034億円（前年同期比３兆1,194億円改善）となりました。

　親会社の所有者に帰属する中間利益は２兆1,979億円（前年同期比２兆1,389億円改善）となりました。

　また、PPA影響額等（△２億円）、株式報酬費用（△130億円）及び訴訟損失引当金繰入額（△366億円）を除く

Non-GAAP営業利益は３兆3,145億円（前年同期比３兆1,822億円改善）、Non-GAAP税引前中間利益は３兆2,527億円

（前年同期比３兆1,672億円改善）、Non-GAAP親会社の所有者に帰属する中間利益は２兆2,356億円（前年同期比２

兆1,754億円改善）となりました。
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（２）当中間連結会計期間の財政状態の概況

 

 
前連結会計年度
（2026年３月31日)

当中間
連結会計期間

（2026年９月30日)

前期末比増減
（+：増加、-：減少）

資産合計 ３兆6,901億円 ５兆8,839億円 +２兆1,938億円

負債合計 ２兆2,910億円 ２兆9,548億円 +6,638億円

資本合計 １兆3,991億円 ２兆9,291億円 +１兆5,300億円

親会社の所有者に帰属する持分 １兆3,989億円 ２兆9,290億円 +１兆5,300億円

親会社所有者帰属持分比率 37.9％ 49.8％ +11.9ポイント

（注）本表における億円単位表記箇所については、「第４　経理の状況　１　要約中間連結財務諸表」に記載の数

値から億円未満を四捨五入した数値を記載しています。

 

（資産）

　当中間連結会計期間末の資産は５兆8,839億円となり、前期末に比べて２兆1,938億円増加しました。

　これは、営業債権及びその他の債権が9,878億円増加したことや現金及び現金同等物が9,266億円増加したことな

どによるものです。

 

（負債）

　当中間連結会計期間末の負債は２兆9,548億円となり、前期末に比べて6,638億円増加しました。

　これは、未払法人所得税が8,702億円増加したことなどによるものです。

 

（資本）

　当中間連結会計期間末の資本は２兆9,291億円となり、前期末に比べて１兆5,300億円増加しました。

　これは、主に中間利益２兆1,979億円を計上した一方で、自己株式の取得による8,000億円の減少があったことに

よるものです。この結果、親会社所有者帰属持分比率は49.8％となり、前期末に比べ11.9ポイント増加しました。

 

（３）当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの概況

 

 
前中間

連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間
連結会計期間

（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

前年同期比増減
（+：増加、
　-：減少）

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,752億円 ２兆3,796億円 +２兆2,044億円

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,069億円 △1,930億円 -861億円

財務活動によるキャッシュ・フロー △20億円 △１兆2,574億円 -１兆2,554億円

（注）本表における億円単位表記箇所については、「第４　経理の状況　１　要約中間連結財務諸表」に記載の数

値から億円未満を四捨五入した数値を記載しています。

 

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は１兆3,973億円となり、前期末に比べて9,266億円増

加となりました。

　各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりです。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、獲得した資金は２兆3,796億円（前年同期は1,752億円の獲得）となりました。

　その内容は、税引前中間利益３兆2,034億円（前年同期は840億円）を計上した一方で、営業債権及びその他の債

権の増加による支出１兆144億円（前年同期は42億円の獲得）などです。また、獲得した資金が前年同期比２兆

2,044億円増加した主な要因は、税引前中間利益の増加額が拡大したことによるものです。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、使用した資金は1,930億円（前年同期は1,069億円の使用）となりました。

　その内容は、有形固定資産の取得による支出1,353億円（前年同期は1,431億円の使用）などです。また、使用し

た資金が前年同期比861億円増加した主な要因は、Nanya Technology Corporationの株式取得に伴うその他の金融

資産の取得による支出782億円が発生したことによるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、使用した資金は１兆2,574億円（前年同期は20億円の使用）となりました。

　その内容は、自己株式の取得による支出8,003億円（前年同期はなし）、借入金の繰上返済などに伴う長期借入

金の返済による支出5,231億円（前年同期は4,988億円の使用）などです。また、使用した資金が前年同期比１兆

2,554億円増加した主な要因は、前述の自己株式の取得による支出が発生したことに加え、前年同期は2025年７月

に実施した当社の資本負債構成の再構築の結果、負債の総額がほぼ横ばいであった一方、当中間連結会計期間は前

述の借入金の繰上返済などに伴う借入金の返済による支出が増加したことによるものです。

 

（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　該当事項はありません。

 

（５）設備投資の状況

　当中間連結会計期間に実施した設備投資の金額は1,370億円（無形資産を含む、支払ベース）です。

　当社グループはメモリ事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載は省略しています。

　2027年３月期連結会計年度の設備投資の金額（無形資産を含む、支払ベース）は、前連結会計年度の有価証券報

告書提出日時点では約4,500億円を予定しておりましたが、本半期報告書提出日時点においては約4,700億円を予定

しています。

 

（６）研究開発活動

　当中間連結会計期間における当社グループの研究開発費は971億円です。

　当中間連結会計期間における研究開発方針及び主な研究開発体制についての変更はありません。

 

 

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 2,070,000,000

計 2,070,000,000

（注）2026年７月31日開催の取締役会決議により、2026年10月１日付で株式分割に伴う定款の変更が行われ、発行可能株

式総数は4,140,000,000株増加し、6,210,000,000株となっております。

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2026年11月６日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引

業協会名
内容

普通株式 548,769,234 1,646,577,342 株式会社東京証券取引所

単元株式数は100株で

す。完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら限定

のない、当社における標

準となる株式です。

計 548,769,234 1,646,577,342 － －

　（注）１．2026年10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行い、発行済株式総数は1,097,538,468株

増加し、1,646,307,702株となっております。

２．「提出日現在発行数」欄には、2026年11月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2026年４月１日

～

2026年９月30日

（注１）

2,682,944 548,769,234 3,520 34,804 3,520 26,204

　（注）１．発行済株式総数並びに資本金及び資本準備金の増加は、新株予約権の行使及び事後交付型株式報酬制度に基

づく新株発行によるものであります。

２．2026年10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行い、発行済株式総数が1,097,538,468株

増加しております。

EDINET提出書類

キオクシアホールディングス株式会社(E35948)

半期報告書

 9/33



３．2026年10月１日から2026年10月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が269,640株、

資本金及び資本準備金がそれぞれ78百万円増加しております。

４．資本金増減額、資本金残高、資本準備金増減額及び資本準備金残高は、百万円未満を四捨五入しておりま

す。
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（５）【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

BCPE Pangea Cayman2, Ltd.

（常任代理人　三菱UFJモルガン・

スタンレー証券株式会社）

MAPLES CORPORATE SERVICES LIMITED，

PO BOX 309，UGLAND HOUSE，GRAND

CAYMAN，KY1－1104，CAYMAN ISLANDS

（東京都千代田区大手町１丁目９－２）

77,400,000 14.53

株式会社東芝 神奈川県川崎市幸区堀川町72－34 66,195,300 12.43

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号赤坂イン

ターシティAIR
32,553,463 6.11

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海１丁目８－12 13,637,007 2.56

GOLDMAN, SACHS & CO. REG

（常任代理人　ゴールドマン・サッ

クス証券株式会社）

200 WEST STREET NEW YORK, NY, USA

（東京都港区虎ノ門２丁目６番１号虎ノ

門ヒルズステーションタワー）

11,296,313 2.12

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY 505001

（常任代理人　株式会社みずほ銀行

決済営業部）

ONE, CONGRESS STREET, SUITE 1,

BOSTON, MASSACHUSETTS

（東京都港区港南２丁目15－１品川イン

ターシティA棟）

10,108,240 1.90

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL

（常任代理人　ゴールドマン・サッ

クス証券株式会社）

PLUMTREE COURT, 25 SHOE LANE, LONDON

EC4A 4AU, U.K.

（東京都港区虎ノ門２丁目６番１号虎ノ

門ヒルズステーションタワー）

9,087,632 1.71

MSIP CLIENT SECURITIES

（常任代理人　モルガン・スタン

レーMUFG証券株式会社）

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF,

LONDON E14 4QA, U.K.

（東京都千代田区大手町１丁目９－７大

手町フィナンシャルシティ　サウスタ

ワー）

7,164,254 1.35

GOVERNMENT OF NORWAY

（常任代理人　シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店）

BANKPLASSEN 2, 0107 OSLO 1 OSLO 0107

NO（東京都新宿区新宿６丁目27番30号）
7,088,356 1.33

MSCO CUSTOMER SECURITIES

（常任代理人　モルガン・スタン

レーMUFG証券株式会社）

1585 BROADWAY NEW YORK, NEW YORK

10036, U.S.A.

（東京都千代田区大手町１丁目９－７大

手町フィナンシャルシティ　サウスタ

ワー）

6,660,390 1.25

計 － 241,190,955 45.28

　（注）１．上記のほか当社所有の自己株式16,134,056株があります。

２．発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入してお

ります。

３．2026年10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っておりますが、上記所有株式数につい

ては、当該株式分割前の所有株式数を記載しております。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式

（自己株式等）
 － － －

議決権制限株式

（その他）
 － － －

完全議決権株式

（自己株式等）
普通株式 16,134,000 － －

完全議決権株式

（その他）
普通株式 530,270,900 5,302,709

権利内容に何ら限定のな

い、当社における標準とな

る株式です。

単元未満株式 普通株式 2,364,334 － －

発行済株式総数  548,769,234 － －

総株主の議決権  － 5,302,709 －

（注）１．2026年10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っておりますが、上記株式数及び議決権の

数については、当該株式分割前の株式数及び議決権の数を記載しております。

　　　２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式56株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

キオクシアホールディング

ス株式会社

東京都港区芝浦三丁

目１番21号
16,134,000 － 16,134,000 2.94

計 － 16,134,000 － 16,134,000 2.94

（注）１．2026年10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っておりますが、上記所有株式数につ

いては、当該株式分割前の所有株式数を記載しております。

２．当社は、単元未満自己株式56株を保有しております。

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．要約中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第

28号。以下「連結財務諸表規則」という。）第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠し

て作成しています。

　当社の要約中間連結財務諸表は、第一種中間連結財務諸表です。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９

月30日まで）に係る要約中間連結財務諸表について、PwC Japan有限責任監査法人による期中レビューを受けていま

す。
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１【要約中間連結財務諸表】

（１）【要約中間連結財政状態計算書】

    （単位：百万円）

 注記
前連結会計年度
（2026年３月31日）

 
当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

資産     

流動資産     

現金及び現金同等物  470,707  1,397,333

営業債権及びその他の債権  660,559  1,648,356

その他の金融資産 13 7,191  23,005

棚卸資産 14 412,612  446,026

その他の流動資産  66,760  81,991

流動資産合計  1,617,829  3,596,711

非流動資産     

有形固定資産 15 1,055,255  1,109,724

使用権資産  178,092  171,264

のれん  395,585  395,550

無形資産  11,192  11,772

持分法で会計処理されている投資  8,097  8,180

その他の金融資産 13 219,230  470,216

その他の非流動資産  27,285  24,163

繰延税金資産  177,506  96,305

非流動資産合計  2,072,242  2,287,174

資産合計  3,690,071  5,883,885
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    （単位：百万円）

 注記
前連結会計年度
（2026年３月31日）

 
当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

負債及び資本     

負債     

流動負債     

社債及び借入金 ６、13 175,452  60,678

営業債務及びその他の債務 ７ 594,917  777,408

リース負債  43,911  42,619

その他の金融負債 ６、13 28,338  2,889

未払法人所得税  104,516  974,689

引当金  3,876  9,385

その他の流動負債  146,998  169,863

流動負債合計  1,098,008  2,037,531

非流動負債     

社債及び借入金 ６、13 872,116  543,231

リース負債  161,710  156,201

退職給付に係る負債  42,871  42,223

引当金 ８ 12,840  62,308

その他の非流動負債  102,725  113,231

繰延税金負債  722  44

非流動負債合計  1,192,984  917,238

負債合計  2,290,992  2,954,769

資本     

資本金 ９ 31,284  34,804

資本剰余金 ９ 875,804  877,802

その他の資本の構成要素  124,888  251,570

利益剰余金  366,955  2,564,812

自己株式 ９ △2  △800,024

親会社の所有者に帰属する持分合計  1,398,929  2,928,964

非支配持分  150  152

資本合計  1,399,079  2,929,116

負債及び資本合計  3,690,071  5,883,885
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（２）【要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書】

【要約中間連結損益計算書】

    （単位：百万円）

 注記
 前中間連結会計期間
（自2025年４月１日
　至2025年９月30日）

 
 当中間連結会計期間
（自2026年４月１日
　至2026年９月30日）

売上収益 11 791,145  4,247,152

売上原価  597,828  813,923

売上総利益  193,317  3,433,229

     

販売費及び一般管理費  66,082  128,714

その他の収益  5,490  2,139

その他の費用 ８ 1,905  41,927

営業利益  130,820  3,264,727

     

金融収益  1,996  7,341

金融費用 10 48,962  68,763

持分法による投資利益  156  85

税引前中間利益  84,010  3,203,390

     

法人所得税費用  25,067  1,005,515

中間利益  58,943  2,197,875

     

中間利益の帰属     

親会社の所有者  58,946  2,197,871

非支配持分  △3  4

中間利益  58,943  2,197,875

     

１株当たり中間利益     

基本的１株当たり中間利益（円） 12 36.42  1,349.33

希薄化後１株当たり中間利益（円） 12 36.13  1,337.97

 

EDINET提出書類

キオクシアホールディングス株式会社(E35948)

半期報告書

16/33



【要約中間連結包括利益計算書】

    （単位：百万円）

 注記
 前中間連結会計期間
(自2025年４月１日
　至2025年９月30日)

 
 当中間連結会計期間
(自2026年４月１日
　至2026年９月30日)

中間利益  58,943  2,197,875

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項目     

その他の包括利益を通じて公正価値で測定す

る金融資産の純変動
13 18,085  126,765

確定給付制度の再測定  3  －

純損益に振り替えられることのない項目合計  18,088  126,765

純損益に振り替えられる可能性のある項目     

在外営業活動体の換算差額  2,236  △426

キャッシュ・フロー・ヘッジの有効部分  1,033  514

持分法適用会社におけるその他の包括利益に

対する持分
 △2  △2

純損益に振り替えられる可能性のある項目合計  3,267  86

税引後その他の包括利益  21,355  126,851

     

中間包括利益  80,298  2,324,726

     

中間包括利益の帰属     

親会社の所有者  80,290  2,324,724

非支配持分  8  2

中間包括利益  80,298  2,324,726
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（３）【要約中間連結持分変動計算書】
 
前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

            （単位：百万円）

 注記 資本金  
資本
剰余金

 
その他の
資本の構成
要素

 
利益
剰余金

 

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

 
非支配
持分

 
資本
合計

2025年４月１日時点の残高 ９ 25,239  866,665  35,208  △189,547  737,565  131  737,696

中間利益  －  －  －  58,946  58,946  △3  58,943

その他の包括利益  －  －  21,344  －  21,344  11  21,355

中間包括利益合計  －  －  21,344  58,946  80,290  8  80,298

新株の発行 ９ 326  326  －  －  652  －  652

株式報酬取引 ９ 13  710  △31  4  696  －  696

その他の資本の構成要素

から利益剰余金への振替
 －  －  △3  3  －  －  －

所有者との取引額合計  339  1,036  △34  7  1,348  －  1,348

2025年９月30日時点の残高 ９ 25,578  867,701  56,518  △130,594  819,203  139  819,342

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

          （単位：百万円）

 注記 資本金  
資本
剰余金

 
その他の
資本の構成
要素

 
利益
剰余金

 自己株式  

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

2026年４月１日時点の残高 ９ 31,284  875,804  124,888  366,955 △2  1,398,929

中間利益  －  －  －  2,197,871 －  2,197,871

その他の包括利益  －  －  126,853  － －  126,853

中間包括利益合計  －  －  126,853  2,197,871 －  2,324,724

新株の発行 ９ 2,240  2,239  －  － －  4,479

自己株式の取得 ９ －  △219  －  － △800,022  △800,241

株式報酬取引 ９ 1,280  △22  △185  － －  1,073

その他の資本の構成要素

から利益剰余金への振替
 －  －  14  △14 －  －

所有者との取引額合計  3,520  1,998  △171  △14 △800,022  △794,689

2026年９月30日時点の残高 ９ 34,804  877,802  251,570  2,564,812 △800,024  2,928,964

 

   

 注記
非支配
持分

 
資本
合計

2026年４月１日時点の残高 ９ 150  1,399,079

中間利益  4  2,197,875

その他の包括利益  △2  126,851

中間包括利益合計  2  2,324,726

新株の発行 ９ －  4,479

自己株式の取得 ９ －  △800,241

株式報酬取引 ９ －  1,073

その他の資本の構成要素

から利益剰余金への振替
 －  －

所有者との取引額合計  －  △794,689

2026年９月30日時点の残高 ９ 152  2,929,116
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（４）【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円）

 注記
 前中間連結会計期間
（自2025年４月１日
　至2025年９月30日）

 
 当中間連結会計期間
（自2026年４月１日
　至2026年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前中間利益  84,010  3,203,390

減価償却費及び償却費  158,839  153,543

減損損失  126  656

金融収益  △1,996  △7,341

金融費用  48,962  68,763

持分法による投資損益（△は益）  △156  △85

固定資産除売却損益（△は益）  △2,154  1,613

棚卸資産の増減額（△は増加）  △7,595  △33,941

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加）  4,191  △1,014,370

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少）  14,878  87,674

退職給付に係る負債の増減額（△は減少）  △342  △643

その他  △20,193  39,919

小計  278,570  2,499,178

利息及び配当金の受取額  2,246  6,278

利息の支払額 10 △67,405  △15,150

法人所得税の支払額又は還付額（△は支払）  △38,259  △110,726

営業活動によるキャッシュ・フロー  175,152  2,379,580

     

投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △143,127  △135,296

有形固定資産の売却による収入  4,820  1,329

無形資産の取得による支出  △1,923  △1,684

政府補助金による収入  33,355  21,276

その他の金融資産の取得による支出  －  △78,220

その他  △7  △427

投資活動によるキャッシュ・フロー  △106,882  △193,022

     

財務活動によるキャッシュ・フロー     

長期借入による収入 ６ 507,212  77,498

長期借入金の返済による支出 ６ △498,817  △523,094

社債の発行による収入 ６ 326,656  －

リース負債の返済による支出  △14,712  △15,935

優先株式の償還による支出 ６ △322,996  －

株式の発行による収入 ９ 651  4,479

自己株式の取得による支出 ９ －  △800,342

財務活動によるキャッシュ・フロー  △2,006  △1,257,394

     

現金及び現金同等物に係る換算差額  1,350  △2,538

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  67,614  926,626

現金及び現金同等物の期首残高  167,932  470,707

現金及び現金同等物の中間期末残高  235,546  1,397,333
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【要約中間連結財務諸表注記】

１．報告企業

 

　キオクシアホールディングス株式会社（以下「当社」という。）は、日本に所在する企業です。その登記され

ている本店の所在地は、東京都港区芝浦三丁目１番21号です。当社の2026年９月30日に終了する要約中間連結財

務諸表は、当社及びその子会社（以下「当社グループ」という。）並びに関連会社及び共同支配の取決めに対す

る持分により構成されています。

　当社グループは、メモリ及び関連製品の研究開発、製造、販売、その他サービスを行っています。

 

２．作成の基礎

 

（１）IFRSに準拠している旨

　当社グループの要約中間連結財務諸表は、連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会

社」の要件を満たすことから、同第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作

成しています。要約中間連結財務諸表は、年次連結財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないた

め、前連結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものです。

　本要約中間連結財務諸表は、2026年11月６日に代表取締役社長執行役員 太田 裕雄及び副社長執行役員 河

村 芳彦によって承認されています。

 

（２）測定の基礎

　当社グループの要約中間連結財務諸表は、公正価値で測定されている特定の金融商品等を除き、取得原価を

基礎として作成しています。

 

（３）機能通貨及び表示通貨

　当社グループの要約中間連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未満

を四捨五入して表示しています。

 

３．重要性がある会計方針

 

　当社グループが本要約中間連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、前連結会計年度に係る連

結財務諸表において適用した会計方針と同一です。なお、法人所得税費用は、見積平均年次実効税率を用いて算

定しています。

 

４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

 

　IFRSに準拠した要約中間連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及

び費用の金額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定を行うことが要求されています。実際の業績は、これらの見

積りとは異なる場合があります。

　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、見積りを見

直した会計期間及びそれ以降の将来の会計期間において認識されます。

　本要約中間連結財務諸表における重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断は、原則として前連結会計年度

に係る連結財務諸表と同様です。

 

５．セグメント情報

 

　　報告セグメントに関する情報

　　　当社グループは、メモリ事業の単一セグメントであるため、記載を省略しています。
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６．社債及び借入金並びにその他の金融負債

 

　社債及び借入金並びにその他の金融負債の内訳は以下のとおりです。

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

流動負債   

償却原価で測定する金融負債   

１年内返済予定の長期借入金

（注１）（注２）
175,452 60,678

未払利息 2,350 2,153

純損益を通じて公正価値で測定する金融

負債
  

デリバティブ負債 25,988 736

 小計 203,790 63,567

非流動負債   

償却原価で測定する金融負債   

社債（注３）（注４） 347,474 342,249

長期借入金（注１）（注２） 524,642 200,982

 小計 872,116 543,231

 合計 1,075,906 606,798

 

（注１）当社は、2025年７月17日開催の取締役会決議に基づき、借入金の返済及び金融機関からの新たな融資を決議

し、同日、金融機関と金銭消費貸借契約を締結し、2025年７月25日に返済及び払い込みが完了しました。ま

た、2026年４月27日に、当該契約に基づく借入金のうち127,500百万円を返済期限に先立ち繰上返済しまし

た。さらに、2026年５月25日に、当該契約に基づく借入残額の全額を返済するとともに、当該契約を解除して

います。前連結会計年度末に存在した財務制限条項は、当中間連結会計期間末においては存在しません。

 
 
（注２）当社グループは、一部の有形固定資産について、セール・アンド・リースバック取引を通じて資金調達を行っ

ています。これらの取引は、IFRS第16号「リース」により、取引の対象となる資産の譲渡がIFRS第15号「顧客

との契約から生じる収益」の売却の要件を満たさないため、売却及びリースとして会計処理していません。そ

のため、当該取引により調達した資金を長期借入金として会計処理しています。前連結会計年度末及び当中間

連結会計期間末における１年内返済予定の長期借入金には、当該取引に係る借入金がそれぞれ95,575百万円、

60,678百万円含まれており、長期借入金にはそれぞれ192,765百万円、130,982百万円含まれています。

 

（注３）社債の契約条件は、次のとおりです。

       当社は、2030年満期社債については2027年７月24日以降、2033年満期社債については2028年７月24日以降に償

還できる権利を有しており、本権利は、組込デリバティブに該当します。本組込デリバティブは、主契約と密

接に関連しているため、主契約から分離して会計処理をしていません。そのため、当社は、本社債の全てを償

却原価で測定する金融負債に分類しています。

   （単位：百万円）

 
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

利率
（％）

償還期日

2030年満期　米ドル建て無担保普通社債

（注４）
163,328 163,328 6.25 2030年７月24日

2033年満期　米ドル建て無担保普通社債

（注４）
163,328 163,328 6.625 2033年７月24日

 

（注４）米ドル建て無担保普通社債に係る為替リスクをヘッジするため、通貨スワップを行っています。上記の金額は

発行元本をスワップレートで換算しています。当該通貨スワップにより米ドル建て固定金利を日本円建て固定

金利に交換しており、交換後の実質負担利率は下記のとおりです。

2030年満期　米ドル建て無担保普通社債（1,100百万米ドル）　年3.2934％

2033年満期　米ドル建て無担保普通社債（1,100百万米ドル）　年3.6638％

 

７．営業債務及びその他の債務
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　当社グループは、第三者金融機関とサプライヤー・ファイナンス契約を締結しています。各仕入先と締結した

契約に基づいて、サプライヤー・ファイナンス契約の一部ではない比較可能な営業債務と同様の支払期日で第三

者金融機関に対して120日から180日後に支払いを行っています。仕入先は、第三者金融機関より割引による早期

支払いを自らの裁量で受けることができます。当社グループは、サプライヤー・ファイナンス契約のための担保

資産あるいは第三者による保証の提供は行っていません。

　サプライヤー・ファイナンス契約に係る金融負債の帳簿価額は、前連結会計年度末及び当中間連結会計期間末

において、それぞれ156,851百万円及び215,943百万円です。そのうち仕入先がすでに支払いを受けている金額

は、前連結会計年度末及び当中間連結会計期間末において、それぞれ60,547百万円及び109,341百万円です。

 

８．引当金

 

(訴訟損失引当金)

　訴訟や係争案件等の将来発生する可能性のある訴訟損失等に備えるため、個別にリスクを検討し、合理的に算

定した損失見込額を計上しています。

　2026年７月、Viasat, Inc.に関する米国での特許侵害訴訟において、229百万米ドルの損害賠償を命じる判決

が下されました。当社グループは、当該判決に対する不服申し立てを行い、訴訟は係属していますが、経済的便

益を有する資源が流出する可能性が高くなったと判断し、当中間連結会計期間末において、当該賠償金額を支払

う義務に係る最善の見積額として、訴訟損失引当金36,037百万円を認識し、その他の費用に訴訟損失引当金繰入

額を認識しています。当該訴訟の最終的な結果及び支払時期には不確実性があり、実際の支払額は当該見積額と

異なる可能性があります。
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９．資本金及びその他の資本項目

 

　発行可能株式総数、発行済株式数及び資本金等の残高の増減は以下のとおりです。

 

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

 

 株式の種類
発行可能株式総数

（株）
発行済株式数
（株）

資本金
（百万円）

資本剰余金
（百万円）

2025年４月１日

普通株式

2,070,000,000

539,355,180 25,239 866,665

優先株式 3,000 － －

合計 539,358,180 25,239 866,665

期中増減

（注１）（注２）（注３）

普通株式

－

391,320 339 1,036

優先株式 △3,000 － －

合計 388,320 339 1,036

2025年９月30日

普通株式

2,070,000,000

539,746,500 25,578 867,701

優先株式 － － －

合計 539,746,500 25,578 867,701

（注１）新株予約権の行使により、発行済株式総数が391,320株、資本金が339百万円、資本剰余金が339百万

円増加しています。

（注２）勤務継続型株式報酬制度及び業績連動型株式報酬制度により、資本剰余金が697百万円増加していま

す。

（注３）2025年７月25日付で非転換型優先株式の取得及び消却を行っています。

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

 

 株式の種類
発行可能株式総数

（株）
発行済株式数
（株）

資本金
（百万円）

資本剰余金
（百万円）

2026年４月１日  2,070,000,000 546,086,290 31,284 875,804

期中増減

（注１）（注２）（注３）
普通株式 － 2,682,944 3,520 1,998

2026年９月30日  2,070,000,000 548,769,234 34,804 877,802

（注１）新株予約権の行使により、発行済株式総数が2,620,920株、資本金が2,332百万円、資本剰余金が

2,332百万円増加しています。

（注２）勤務継続型株式報酬制度及び業績連動型株式制度等により、発行済株式総数が62,024株、資本金が

1,188百万円増加し、資本剰余金が334百万円減少しています。

（注３）当社は、2026年10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っています。上表中の事

項は、株式分割前の株式数を記載しています。

 

　自己株式数及び自己株式の残高の増減は以下のとおりです。

 

 

前中間連結会計期間

（自2025年４月１日

　　至2025年９月30日）

当中間連結会計期間

（自2026年４月１日

　　至2026年９月30日）

 株式数（株） 金額（百万円） 株式数（株） 金額（百万円）

期首残高 － － 161 2

　期中増減（注） － － 16,133,895 800,022

期末残高 － － 16,134,056 800,024

（注）当中間連結会計期間の期中増減は、自己株式の取得（16,133,500株、799,998百万円）及び単元未満株

の買い取り（395株、24百万円）によるものです。また、上記の事項は、株式分割前の株式数を記載し

ています。
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10．配当金

 

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

 

（１）配当金支払額

 

決議日 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2025年５月15日

取締役会

甲種優先株式 9,286 7,738,453
2025年３月31日 2025年６月30日

乙種優先株式 14,475 8,041,552

（注）甲種及び乙種優先株式は、IFRSでは金融負債として認識しており、要約中間連結損益計算書上、配当金

は「金融費用」として計上しています。

 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるも

の

 

　　　該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

 

（１）配当金支払額

 

　　　該当事項はありません。

 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるも

の

 

決議日 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2026年10月30日

取締役会
普通株式 47,937 90 2026年９月30日 2026年12月８日

（注）当社は、2026年10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っています。１株当たり配当

金額は、当該株式分割前の金額を記載しています。

 

11．売上収益

 

顧客との契約から生じる収益の分解

　当社グループは、主としてSSD & ストレージ及びスマートデバイス等のアプリケーションに使用するメモリ及

び関連製品の提供を行っており、製品の対価として顧客から受領した金額を売上収益として認識しています。

　主要な財又はサービスの種類に関する情報は以下のとおりです。

  （単位：百万円）

 
　前中間連結会計期間
（自2025年４月１日
　　至2025年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自2026年４月１日
　　至2026年９月30日）

SSD & ストレージ 461,970 2,790,716

スマートデバイス 236,340 1,314,513

その他 92,835 141,923

合計 791,145 4,247,152
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12．１株当たり中間利益

 

　基本的１株当たり中間利益及び希薄化後１株当たり中間利益の計算基礎は以下のとおりです。

 

中間連結会計期間

 

 
　前中間連結会計期間
（自2025年４月１日
　　至2025年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自2026年４月１日
　　至2026年９月30日）

親会社の所有者に帰属する中間利益（百万円） 58,946 2,197,871

普通株式の加重平均株式数（株） 1,618,459,659 1,628,862,141

普通株式増加数   

　新株予約権の行使（株） 1,173,960 7,862,760

　勤務継続型株式報酬に基づく株式支給（株） － 186,072

希薄化効果の影響（株）   

　新株予約権（株） 12,043,437 10,881,699

　勤務継続型株式報酬（株） 343,724 1,007,840

　業績連動型株式報酬（株） 479,726 1,939,063

希薄化効果の影響調整後（株） 1,631,326,546 1,642,690,743

１株当たり中間利益   

　基本的１株当たり中間利益（円） 36.42 1,349.33

　希薄化後１株当たり中間利益（円） 36.13 1,337.97

（注１）希薄化効果を有しないため希薄化後１株当たり中間利益の計算に含めなかった潜在株式は、前中間連

結会計期間末において1,738,800株ですが、当中間連結会計期間末においてありません。

（注２）2026年10月１日付で普通株式１株につき、３株の割合で株式分割を行っています。前連結会計年度の

期首に当該株式分割が行われたと仮定し、基本的１株当たり中間利益及び希薄化後１株当たり中間利

益を算定しています。
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13．金融商品の公正価値

 

　金融商品の帳簿価額と公正価値は以下のとおりです。なお、当該金融商品の帳簿価額が公正価値の合理的な近

似値となっている場合には、開示を省略しています。

    （単位：百万円）

 
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

 帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

社債及び借入金（非流動負債）     

　社債（注） 347,474 359,175 342,249 348,969

合計 347,474 359,175 342,249 348,969

（注）社債の公正価値ヒエラルキーは、レベル２です。

 

　金融商品の公正価値の算定方法は以下のとおりです。

 

（現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務）

　短期間で決済され、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

 

（その他の金融資産、その他の金融負債）

　上場株式の公正価値については、期末日の市場価格によって算定しています。

　非上場株式は、類似企業比較法等、適切な評価技法を用いて公正価値を算定しています。

　負債性金融商品は、純資産に基づく方式により、公正価値を算定しています。

　未払利息は、短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ています。

　デリバティブは、取引先金融機関から提示された価格を参照しており、期末時点の先物相場等観察可能な

市場データに基づき算定されています。

 

（社債及び借入金）

　短期借入金は、短期間で決済され、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってい

ます。

　長期借入金は、主に変動金利によるもので、変動金利は短期間で市場金利が反映されることを考慮する

と、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

　社債は、公表されている市場価格を参照して算定しています。

 

　公正価値で測定される金融商品について、測定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じた公正価

値測定額を、レベル１からレベル３まで分類しています。公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、振替を

生じさせた事象又は状況の変化が生じた日に認識しています。

　　レベル１：活発な市場における同一の資産又は負債の市場価格

　　レベル２：レベル１以外の観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出された公正価値

　　レベル３：観察不能なインプットを含む評価技法から算出された公正価値
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　要約中間連結財政状態計算書において経常的に公正価値で測定する金融資産及び金融負債の公正価値ヒエラル

キーに基づくレベル別分類は、以下のとおりです。

 

前連結会計年度（2026年３月31日）

   （単位：百万円）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産：     

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

デリバティブ資産     

　為替予約 － 7,025 － 7,025

　通貨スワップ － 37,325 － 37,325

負債性金融商品 － － 1,706 1,706

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産     

資本性金融商品 165,972 － 8,992 174,964

 合計 165,972 44,350 10,698 221,020

負債：     

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債     

デリバティブ負債     

　為替予約 － 25,988 － 25,988

 合計 － 25,988 － 25,988

（注）前連結会計年度において、公正価値ヒエラルキーのレベル１、２及び３の間の重要な振替はありません。

 

当中間連結会計期間（2026年９月30日）

   （単位：百万円）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産：     

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

デリバティブ資産     

　為替予約 － 22,370 － 22,370

　通貨スワップ － 24,710 － 24,710

負債性金融商品 － － 1,731 1,731

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産     

資本性金融商品 429,093 － 8,881 437,974

 合計 429,093 47,080 10,612 486,785

負債：     

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債     

デリバティブ負債     

　為替予約 － 736 － 736

 合計 － 736 － 736

（注）当中間連結会計期間において、保有銘柄が取引所に上場したことによりレベル３からレベル１への振替

を行っています。
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　レベル３に分類された金融商品の期首から期末までの変動は、以下のとおりです。

  （単位：百万円）

 
　前中間連結会計期間
（自2025年４月１日
　　至2025年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自2026年４月１日
　　至2026年９月30日）

期首残高 4,256 10,698

利得及び損失   

その他の包括利益（注１） 175 △76

レベル３からの振替（注２） － △35

その他 14 25

期末残高 4,445 10,612

（注１）その他の包括利益に含まれている利得及び損失は、要約中間連結包括利益計算書の「その他の包括利益

を通じて公正価値で測定する金融資産の純変動」に含まれています。

（注２）保有銘柄が取引所に上場したことにより、レベル３からレベル１への振替を行っています。

 

　レベル３に分類される資産については、社内規程に基づいて、適切な評価担当者が評価の実施及び評価結果の

分析を行っています。評価結果は、適切な社内承認プロセスを踏むことで公正価値評価の妥当性を確保していま

す。

　レベル３に分類される金融商品は、資本性金融商品及び負債性金融商品より構成されています。資本性金融商

品の重要な観察可能でないインプットとして、主に非流動性ディスカウントを20％加味しています。公正価値

は、非流動性ディスカウントの上昇（低下）により減少（増加）します。なお、観察可能でないインプットを合

理的に考え得る代替的な仮定に変更した場合の公正価値の増減は重要ではありません。負債性金融商品は主に

ファンドへの出資であり、評価技法としては純資産価値により公正価値を算定しています。

 

14．棚卸資産

 

　棚卸資産の正味実現可能価額までの評価減の金額は以下のとおりです。

 

  （単位：百万円）

 
　前中間連結会計期間
（自2025年４月１日
　　至2025年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自2026年４月１日
　　至2026年９月30日）

評価減の金額 12,917 12,809

（注）当社グループは主としてSSD & ストレージ及びスマートデバイス等のアプリケーションに使用するメモリ

及び関連製品の製造・販売を行っているため、「売上原価」のほとんど全てが期中に費用として認識され

た棚卸資産です。

 

15．有形固定資産

 

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

 

（１）取得、売却又は処分

　有形固定資産の取得及び、売却又は処分の帳簿価額は、それぞれ153,266百万円、1,263百万円です。

 

（２）コミットメント

　有形固定資産の購入に関する契約債務の金額は、111,286百万円です。

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

 

（１）取得、売却又は処分

　有形固定資産の取得及び、売却又は処分の帳簿価額は、それぞれ248,805百万円、2,106百万円です。

 

（２）コミットメント

　有形固定資産の購入に関する契約債務の金額は、357,153百万円です。
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16．偶発債務

 

　当社グループは、現在係争中の複数の訴訟等の当事者となっています。

　当社は、これらの訴訟等の結果が、現在入手可能な情報に基づき、当社グループの財政状態及び経営成績に重

大な悪影響を及ぼすものであるとは想定していません。

 

17．後発事象

 

（株式分割）

2026年７月31日開催の取締役会決議に基づき、2026年10月１日をもって株式分割が行われています。

 

①分割の目的

当社株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを目的とします。

 

②分割の方法

2026年９月30日を基準日と定め、同日の株主名簿に記載又は記録された普通株式の株主の所有株式数を、普通

株式１株につき３株の割合をもって分割します。

 

③分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数             548,769,234株

今回の分割により増加する株式数       1,097,538,468株

株式分割後の発行済株式総数           1,646,307,702株

株式分割後の発行可能株式総数         6,210,000,000株

 

④日程

基準日公告日                          2026年９月10日

基準日                                2026年９月30日

効力発生日                            2026年10月１日

 

⑤その他

当株式分割に際して、資本金の額に変更はありません。
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２【その他】

 

（１）配当に関する事項

2026年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当につき、次のとおり決議しました。

 

① 配当金の総額　　　　　　　　　47,937百万円

② １株当たり配当金額　　　　　　90円

③ 支払請求権の効力発生日　　　　2026年12月８日

 

（注）当社は、2026年10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っています。

１株当たり配当金額は、当該株式分割前の金額を記載しています。

 

 

（２）訴訟に関する事項

　「第４　経理の状況　１　要約中間連結財務諸表　要約中間連結財務諸表注記　８．引当金」をご参照くだ

さい。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年11月6日

キオクシアホールディングス株式会社

取　締　役　会　御　中

 

PwC Japan有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 林 　壮 一 郎

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 澤 山 宏 行

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小 川 雅 嗣

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているキオクシアホール

ディングス株式会社の2026年4月1日から2027年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年4月1日から2026

年9月30日まで）に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算書、要約中間連結損益計算書、要

約中間連結包括利益計算書、要約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期

中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作成

方法に関する規則」第312条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、キオクシアホールディ

ングス株式会社及び連結子会社の2026年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかっ

た。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用さ

れる規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

要約中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示すること

にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第1号「財務諸表の表示」第4項に基づき、継続企業に関する事項を開示す

る必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中間連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

EDINET提出書類

キオクシアホールディングス株式会社(E35948)

半期報告書

32/33



・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第1号「財務諸表

の表示」第4項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続

企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中間連結財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、要約中

間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー

報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可

能性がある。

・　要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせる

事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並び

に要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどう

かを評価する。

・　要約中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上

 
  
（注）1．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

2．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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